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★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 約15年４カ月間（2005年２月22日～2020年６
月22日）

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象 わが国の金融商品取引所上場株式（上場予定を含
みます。以下同じ。）

運 用 方 法

①わが国の金融商品取引所上場株式の中から、株
主資本の効率的な活用が期待される企業に投資
し、信託財産の中長期的な成長をめざします。
②投資対象銘柄の選定にあたっては、以下の点に
着目します。
資本効率、経営戦略、配当政策等
（ＲＯＥ、総資本回転率、配当性向などを参考
に定量、定性分析）
③ポートフォリオの構築にあたっては、流動性、
株価水準、株主の状況等も勘案します。
④株式の組入比率は、通常の状態で信託財産の純
資産総額の90％程度以上に維持することを基本
とします。
⑤現物株式への投資を基本としますが、市況動
向、資産規模等によっては、わが国の株価指数先
物取引等を利用することがあります。
⑥株式以外の資産への投資は、原則として、信託
財産総額の50％以下とします。

株式組入制限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益
（評価益を含みます。）等とし、原則として、基
準価額の水準等を勘案して分配金額を決定しま
す。ただし、分配対象額が少額の場合には、分配
を行なわないことがあります。
　各計算期末における収益分配前の基準価額が
10,000円超の場合、10,000円を超える額（10
円未満切捨て）を分配します。なお、計算期末に
向けて基準価額が大きく上昇した場合など基準価
額の動向等によっては、実際の分配額がこれと異
なる場合があります。

委託会社は、信託契約締結日から３年経過後、各計算期末ごとに
直近２年間の平均残存受益権口数（各月末をもって計算しま
す。）が30億口を下る場合には、わが国の公社債等の安定運用
に順次切替えを行ない、ファンド全体が安定運用に入った後、受
託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させま
す。
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運用報告書（全体版）
第26期

（決算日　2017年12月20日）

受益者のみなさまへ

　毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。
　さて、「ダイワ隆

りゅう

晴
せい

（日本株式オープ
ン）」は、このたび、第26期の決算を行ない
ました。
　ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。
　今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。
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最近５期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ

株 式
組入比率

株 式
先物比率

純 資 産
総 額(分配落) 税 込み

分配金
期 中
騰落率 (参考指数) 期 中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

22期末(2015年12月21日) 9,419 0 △ 5.9 1,531.28 △ 7.1 97.3 － 22,356
23期末(2016年６月20日) 8,389 0 △10.9 1,279.19 △16.5 96.4 2.1 18,567
24期末(2016年12月20日) 8,590 0 2.4 1,552.36 21.4 96.2 1.8 16,997
25期末(2017年６月20日) 9,611 0 11.9 1,617.25 4.2 97.5 － 17,109
26期末(2017年12月20日) 10,187 1,040 16.8 1,821.16 12.6 96.8 － 14,719
（注１）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注２）株式先物比率は買建比率－売建比率です。
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運用経過

基準価額等の推移について

（注）期末の基準価額は分配金込みです。

■基準価額・騰落率
期　首：9,611円
期　末：10,187円（分配金1,040円）
騰落率：16.8％（分配金込み）

■基準価額の主な変動要因
　期中前半は内閣支持率の低下や北朝鮮のミサイル発射などが株式市況の重しになったものの、期中後
半は北朝鮮問題の沈静化、衆議院議員選挙での自民党の勝利、国内外の堅調な経済指標や企業業績を背
景に国内株式市況が上昇したことにより、基準価額は上昇しました。くわしくは「投資環境について」
をご参照ください。
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年 月 日
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 株 式

組 入 比 率
株 式
先 物 比 率騰 落 率 (参考指数) 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）2017年６月20日 9,611 － 1,617.25 － 97.5 －

６月末 9,526 △ 0.9 1,611.90 △ 0.3 97.4 －
７月末 9,567 △ 0.5 1,618.61 0.1 95.2 －
８月末 9,692 0.8 1,617.41 0.0 96.3 －
９月末 10,156 5.7 1,674.75 3.6 97.6 －
10月末 10,713 11.5 1,765.96 9.2 96.2 －
11月末 10,906 13.5 1,792.08 10.8 97.0 －

（期末）2017年12月20日 11,227 16.8 1,821.16 12.6 96.8 －
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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投資環境について (2017.６.21～2017.12.20)

■国内株式市況
　国内株式市況は、期首から2017年９月上旬にかけては、東京都議会議員選挙における自民党の敗北
や内閣支持率の低下、北朝鮮のミサイル発射、水爆実験などからリスク回避的な流れとなり、米ドル安
円高が進む中で上値が重い展開になりました。しかしその後は、国連安全保障理事会が対北朝鮮制裁決
議案を採択し北朝鮮問題への懸念が一服したことや、10月の衆議院議員選挙において自民党が勝利し、
国内外の経済指標や企業業績も堅調に推移したことなどから、円安の進行とともに期末にかけて上昇し
ました。

前期における「今後の運用方針」

　国内株式市況は、米国の経済政策に対する期待の沈静化や、金融政策の引き締め転換による米国株式の
調整の影響を受ける懸念はあるものの、堅調な国内企業業績や海外株式市場と比べた相対的な出遅れ感、
割安感が相場の下支えとして期待されることなどから、中期的な回復基調が続くと予想し、株式組入比率
は90％程度以上の高位を維持する方針です。銘柄の選定にあたっては、経営戦略、業績動向や株主還元
姿勢などに注目し、株主資本の効率的な活用と株主価値の向上が期待される銘柄に投資してまいります。

ポートフォリオについて (2017.６.21～2017.12.20)

・株式組入比率（株式先物を含む。）は、投資先企業の中長期的な業績改善傾向に変化はないとの想定の
もと、おおむね94～98％で推移させました。
・業種構成は、期首は、サービス業、情報・通信業、化学などをオーバーウエートとし、食料品、医薬品、
輸送用機器などをアンダーウエートとしました。その後、外部環境や個別銘柄ベースの業績見通しの変
化などを考慮し、情報・通信業、サービス業、電気機器などのウエートを引き上げ、建設業、陸運業、
鉄鋼などのウエートを引き下げました。
・個別銘柄では、業績見通しや資本効率、経営戦略、配当政策等に対する姿勢などを総合的に勘案して、
豊田自動織機やアイダエンジニアリング、日本ユニシスなどを買い付け、ベイカレントコンサルティン
グやダイキョーニシカワなどの組入比率を引き上げました。一方、第一生命やファナックなどの組入比
率を引き下げ、ＫＨネオケムや日本ライフラインなどを売却しました。
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ベンチマークとの差異について

　当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
　以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。
　参考指数（ＴＯＰＩＸ）の騰落率は12.6％となりました。一方、当ファンドの基準価額の騰落率は
16.8％となりました。ＴＯＰＩＸの騰落率を下回った電気・ガス業をアンダーウエートとし、上回った非
鉄金属をオーバーウエートとしていたことなどがプラスに寄与しました。一方で、ＴＯＰＩＸの騰落率を
下回った情報・通信業をオーバーウエートとし、上回った輸送用機器をアンダーウエートとしていたこと
などがマイナス要因となりました。個別銘柄では、ベイカレントコンサルティングや日本製鋼所などがプ
ラスに寄与しましたが、Ｍ＆Ａキャピタルパートナーや共立メンテナンスなどはマイナス要因となりまし
た。
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今後の運用方針
　国内株式市況は、適度に緩和的な金融政策がグローバルで継続する中で、国内外の良好な経済環境のも
と、堅調な国内企業業績や海外株式市場と比べた割安感が相場の下支えとして期待されることなどから、
中期的な回復基調が続くと予想し、株式組入比率は90％程度以上の高位を維持する方針です。銘柄の選
定にあたっては、経営戦略、業績動向や株主還元姿勢などに注目し、株主資本の効率的な活用と株主価値
の向上が期待される銘柄に投資してまいります。

分配金について

　当期の１万口当り分配金（税込み）は1,040円といたしました。
　収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（１万口当り）」をご参照ください。
　なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■分配原資の内訳（１万口当り）

項 目
当 期

2017年６月21日
～2017年12月20日

当期分配金（税込み） （円） 1,040
対基準価額比率 （％） 9.26
当期の収益 （円） 1,022
当期の収益以外 （円） 17

翌期繰越分配対象額 （円） 531
（注１）「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以
外」は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額
です。

（注２）円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注３）当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

■収益分配金の計算過程（１万口当り）
項 目 当 期

(ａ) 経費控除後の配当等収益 85.25円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 937.45
(ｃ) 収益調整金 13.61
(ｄ) 分配準備積立金 535.63
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 1,571.95
(ｆ) 分配金 1,040.00
(ｇ) 翌期繰越分配対象額(ｅ－ｆ) 531.95
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。
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１万口当りの費用の明細

項 目
当期

（2017.６.21～2017.12.20） 項 目 の 概 要
金 額 比 率

信 託 報 酬 83円 0.823％
信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率

期中の平均基準価額は10,104円です。

（投 信 会 社） （39） （0.390）
投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目
論見書・運用報告書の作成等の対価

（販 売 会 社） （39） （0.390）
販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後
の情報提供等の対価

（受 託 銀 行） （4） （0.043） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料 18 0.181
売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株 式） （18） （0.181）

（先 物） （0） （0.000）

有価証券取引税 ─ ─
有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

そ の 他 費 用 0 0.003 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（監 査 費 用） （0） （0.003） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

合 計 102 1.007
（注１）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した

結果です。
（注２）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注３）比率欄は１万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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■主要な売買銘柄
　株　式

（2017年６月21日から2017年12月20日まで）

当 期
買 付 売 付

銘 柄 株 数 金 額 平均単価 銘 柄 株 数 金 額 平均単価
千株 千円 円 千株 千円 円

豊田自動織機 100 622,565 6,225 ＳＵＭＣＯ 216.1 515,474 2,385
ＳＵＭＣＯ 227 429,747 1,893 ＫＨネオケム 221 504,679 2,283
古河電工 69 399,300 5,786 Ｍ＆Ａキャピタルパートナー 97 503,865 5,194
日本製鋼所 174.7 394,027 2,255 東洋ゴム 210 499,873 2,380
三井物産 220 352,478 1,602 トヨタ自動車 65 401,427 6,175
日本郵船 130 351,805 2,706 オリックス 212 389,313 1,836
マツダ 210 331,284 1,577 三井物産 220 366,224 1,664
ダイキョーニシカワ 195 321,073 1,646 共立メンテナンス 116 362,176 3,122
アイダエンジニア 240 317,816 1,324 ＳＵＢＡＲＵ 90 356,639 3,962
小野薬品 119 296,449 2,491 ＰＡＬＴＡＣ 84 356,126 4,239
（注１）金額は受渡し代金。
（注２）金額の単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
(1) 株　式

（2017年６月21日から2017年12月20日まで）
買 付 売 付

株 数 金 額 株 数 金 額
千株 千円 千株 千円

国内 14,890.7 24,644,598 16,218.3 29,582,630(△ 1,270.4) (         －)
（注１）金額は受渡し代金。
（注２）(　 )内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注３）金額の単位未満は切捨て。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（2017年６月21日から2017年12月20日まで）

項 目 当 期
(ａ) 期中の株式売買金額 54,227,229千円
(ｂ) 期中の平均組入株式時価総額 15,832,847千円
(ｃ) 売買高比率 (ａ)／(ｂ) 3.42
（注１）(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注２）単位未満は切捨て。

(2) 先物取引の種類別取引状況
（2017年６月21日から2017年12月20日まで）

種 類 別
買 建 売 建

新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額
国
内

百万円 百万円 百万円 百万円
株式先物取引 1,361 1,369 － －

（注１）金額は受渡し代金。
（注２）単位未満は切捨て。
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(3) 期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への
支払比率

（2017年６月21日から2017年12月20日まで）
項 目 当 期

売買委託手数料総額（Ａ） 29,824千円
うち利害関係人への支払額（Ｂ） 7,689千円
(Ｂ)／(Ａ) 25.8％

※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、大和証券で
す。

■利害関係人との取引状況
(1) 期中の利害関係人との取引状況

（2017年６月21日から2017年12月20日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
Ａ

売付額等
Ｃ

う ち 利 害
関係人との
取引状況Ｂ

Ｂ／Ａ
う ち 利 害
関係人との
取引状況Ｄ

Ｄ／Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株式 24,644 2,171 8.8 29,582 3,303 11.2
株式先物取引 1,361 － － 1,369 － －
コール・ローン 72,219 － － － － －

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
水産・農林業（0.9％）
日本水産 － 210 129,570
建設業（0.9％）
イチケン － 52.6 123,662
前田道路 35 － －
五洋建設 270 － －
積水ハウス 50 － －
九電工 60 － －
日揮 70 － －
食料品（－）
江崎グリコ 17 － －
フジッコ 13 － －
繊維製品（－）
東レ 100 － －
セーレン 89 － －
パルプ・紙（－）
大王製紙 22 － －
化学（9.2％）
信越化学 11 8 93,680
大陽日酸 75 － －
ＫＨネオケム 163 － －
積水化学 70 － －
ダイキアクシス － 56 83,328
ダイキョーニシカワ 105 288 524,736
花王 28 － －
ポーラ・オルビスＨＤ 60 － －

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
ＪＣＵ 15 8 44,080
日東電工 － 15 155,625
レック 54 70.5 196,272
ニフコ 17 － －
ユニ・チヤーム － 70 208,915
医薬品（0.9％）
小野薬品 － 45 121,905
そーせいグループ 4 － －
ペプチドリーム 11 － －

石油・石炭製品（0.7％）
ビーピー・カストロール 63 45 97,650
ＪＸＴＧホールディングス 350 － －

ゴム製品（－）
東洋ゴム 90 － －

ガラス・土石製品（1.4％）
旭硝子 200 － －
日本電気硝子 150 － －
ＭＡＲＵＷＡ － 6.1 48,190
ニチアス － 100 146,200
鉄鋼（0.2％）
日立金属 120 20 31,420
非鉄金属（4.5％）
日本軽金属ＨＤ 450 － －
東邦亜鉛 50 － －
住友鉱山 － 19.5 88,803
古河電工 17 61 337,940

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
住友電工 130 － －
フジクラ － 210 208,950
金属製品（0.2％）
ＳＵＭＣＯ － 10.9 31,566
三和ホールディングス 110 － －

機械（7.6％）
日本製鋼所 － 56.7 196,465
アマダホールディングス 60 － －
アイダエンジニア － 240 326,400
ディスコ 4.8 3 78,030
オプトラン － 40 88,000
平田機工 － 10 115,700
ナブテスコ 55 15 64,575
ＳＭＣ 5.5 2 92,060
技研製作所 66.5 － －
小松製作所 － 30 119,880
ハーモニック・ドライブ・シス 10 － －
ダイキン工業 7.8 － －
セガサミーホールディングス 47 － －

電気機器（14.5％）
三菱電機 75 － －
日本電産 19 31.5 488,880
ＭＣＪ 89 － －
エレコム 139 208 531,648
パナソニック － 30 49,845
ソニー 47 33 169,125

 ■組入資産明細表
　国内株式

(2) 利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となっ
て発行される有価証券

（2017年６月21日から2017年12月20日まで）

種 類 当 期
買 付 額

百万円
株式 174

（注１）金額は受渡し代金。
（注２）単位未満は切捨て。
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銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
ヒロセ電機 15.5 － －
アドバンテスト 37 － －
キーエンス 3.6 3.1 199,113
フェローテックＨＬＤＧＳ － 56 131,376
山一電機 － 15 30,510
ファナック 12.5 3.5 95,165
ローム 10 10 118,300
村田製作所 11 5.5 82,665
東京エレクトロン 4 8 169,440
輸送用機器（5.6％）
豊田自動織機 － 78 575,640
デンソー － 22 144,738
川崎重工業 200 20 73,400
トヨタ自動車 35 － －
三菱自動車工業 230 － －
ＳＵＢＡＲＵ 30 － －
精密機器（0.3％）
テルモ 20 － －
島津製作所 20 － －
朝日インテック 19.8 4.8 38,352
その他製品（0.9％）
バンダイナムコＨＬＤＧＳ 18 － －
任天堂 5.5 3 126,450
陸運業（1.4％）
ＳＢＳホールディングス 100 183 203,313
西武ホールディングス 105 － －
丸和運輸機関 47.6 － －
九州旅客鉄道 38 － －
海運業（1.5％）
日本郵船 － 80 216,960
空運業（2.0％）
日本航空 35 65 288,275

情報・通信業（13.4％）
システナ 79 － －
グリー 145 － －
パピレス 10 － －
モルフォ 15 － －
じげん － 65 120,705
セレス 18 － －
豆蔵ホールディングス 245 431 580,557
テクマトリックス － 15 28,530
インターネットイニシアティブ 64 － －
マクロミル 35 － －
野村総合研究所 20 － －
トレンドマイクロ 35 17 110,330
ネットワンシステムズ － 62 105,834
日本ユニシス － 120 271,200
ＫＤＤＩ 55 － －
東宝 30 － －
ＮＴＴデータ － 150 201,000
カプコン － 80 286,000
ＳＣＳＫ 46 － －

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
ソフトバンクグループ 24 22 198,242

卸売業（1.3％）
ＪＡＬＵＸ 10.5 － －
あい ホールディングス 37.5 － －
ラクト・ジャパン － 10 45,250
日本ライフライン 65 － －
シークス － 17 81,260
三菱商事 30 － －
ＰＡＬＴＡＣ 46 11 57,640
小売業（3.6％）
サンエー 17 － －
セリア 11 － －
Ｊ. フロント リテイリング － 70 139,370
あさひ 47 － －
コスモス薬品 － 2 47,660
セブン&アイ・ＨＬＤＧＳ 22 － －
クスリのアオキＨＬＤＧＳ 33 － －
ＬＩＸＩＬビバ 48.9 － －
ノジマ － 53 145,326
ハンズマン 52.4 23.9 39,697
ゼビオホールディングス 25 － －
ニトリホールディングス 5 － －
ファーストリテイリング － 3 135,720

銀行業（7.8％）
三菱ＵＦＪフィナンシャルＧ 920 675 563,625
三井住友トラストＨＤ － 30 135,600
三井住友フィナンシャルＧ 58 73 362,956
山陰合同銀行 － 45 49,410

証券、商品先物取引業（1.8％）
ジャパンインベストメントＡ － 40 120,400
ＳＢＩホールディングス － 13 30,628
ジャフコ － 15 99,300
野村ホールディングス 200 － －

保険業（2.5％）
第一生命ＨＬＤＧＳ 158 83 199,947
東京海上ＨＤ － 30 155,100

その他金融業（0.7％）
全国保証 50 － －
イオンフィナンシャルサービス － 40 102,800
オリックス 112 － －
不動産業（1.5％）
パーク24 18 － －
スターツコーポレーション 47 74 213,046

サービス業（15.0％）
リンクアンドモチベーション － 150 134,400
エス・エム・エス 16 － －
綜合警備保障 20 8 49,440
ディップ 93 55 158,070
エン・ジャパン 10 － －
テクノプロ・ホールディング 62 71 440,200
リンクバル 24 － －
ベクトル － 100 163,300

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
Ｍ＆Ａキャピタルパートナー 54 － －
エスクローＡＪ 28 － －
ベイカレントコンサルティング 214.5 237.3 778,344
Ｄ.Ａ.コンソーシアムＨＬＤＧＳ － 94 196,460
ＭＳ－Ｊａｐａｎ 10 － －
共立メンテナンス 72 － －
乃村工藝社 32 63 158,634
丹青社 53 － －
ダイセキ － 17 51,850

千株 千株 千円

合 計 株数、金額 8,214.9 5,616.9 14,244,630
銘柄数<比率> 116銘柄 82銘柄 <96.8％>

（注１）銘柄欄の(　 )内は国内株式の評価総額に対する各
業種の比率。

（注２）合計欄の<　 >内は、純資産総額に対する評価額
の比率。

（注３）評価額の単位未満は切捨て。
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■投資信託財産の構成
2017年12月20日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株式 14,244,630 85.8
コール・ローン等、その他 2,352,023 14.2
投資信託財産総額 16,596,653 100.0
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■損益の状況
当期　自2017年６月21日　至2017年12月20日

項 目 当 期
(Ａ) 配当等収益 130,305,126円

受取配当金 130,241,293
受取利息 10
その他収益金 226,413
支払利息 △      162,590

(Ｂ) 有価証券売買損益 2,330,057,740
売買益 3,230,862,736
売買損 △  900,804,996

(Ｃ) 先物取引等損益 8,871,134
取引益 8,885,200
取引損 △       14,066

(Ｄ) 信託報酬等 △  134,788,277
(Ｅ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ) 2,334,445,723
(Ｆ) 前期繰越損益金 △   82,712,820
(Ｇ) 追加信託差損益金 △  479,394,725

(配当等相当額) (　   19,678,618)
(売買損益相当額) (△  499,073,343)

(Ｈ) 合計(Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 1,772,338,178
(Ｉ) 収益分配金 △1,502,757,041

次期繰越損益金(Ｈ＋Ｉ) 269,581,137
追加信託差損益金 △  479,394,725
(配当等相当額) (　   19,678,618)
(売買損益相当額) (△  499,073,343)
分配準備積立金 748,975,862

（注１）信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注２）追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注３）収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表をご参照
ください。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

(ａ) 経費控除後の配当等収益 123,188,305円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 1,354,578,854
(ｃ) 収益調整金 19,678,618
(ｄ) 分配準備積立金 773,965,744
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 2,271,411,521
(ｆ) 分配金 1,502,757,041
(ｇ) 翌期繰越分配対象額(ｅ－ｆ) 768,654,480
(ｈ) 受益権総口数 14,449,586,942口

■資産、負債、元本および基準価額の状況
2017年12月20日現在

項 目 当 期 末
(Ａ) 資産 16,589,703,712円

コール・ローン等 2,025,160,169
株式(評価額) 14,244,630,400
未収入金 287,743,143
未収配当金 1,320,000
差入委託証拠金 30,850,000

(Ｂ) 負債 1,870,535,633
未払金 208,727,616
未払収益分配金 1,502,757,041
未払解約金 24,262,699
未払信託報酬 134,346,443
その他未払費用 441,834

(Ｃ) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 14,719,168,079
元本 14,449,586,942
次期繰越損益金 269,581,137

(Ｄ) 受益権総口数 14,449,586,942口
１万口当り基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,187円

＊期首における元本額は17,802,170,081円、当期中における追加設定元本額は
3,606,408円、同解約元本額は3,356,189,547円です。
＊当期末の計算口数当りの純資産額は10,187円です。
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収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
１ 万 口 当 り 分 配 金 1,040円

●＜分配金再投資コース＞をご利用の方の税引き分配金は、12月20日現在の基準価額（１万口当り10,187円）に基づいて自動的に
再投資いたしました。

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配
金）を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％および地方税５％）の税率による源泉徴収が行なわ
れ、申告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用があります。）を
選択することもできます。
・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」および未成年者少額投資非課税制度「ジュニアＮＩＳＡ」の適用対象
です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い合わせください。


	★当ファンドの仕組み
	最近５期の運用実績
	運用経過
	基準価額等の推移について
	投資環境について
	前期における「今後の運用方針」
	ポートフォリオについて
	ベンチマークとの差異について
	分配金について

	今後の運用方針
	１万口当りの費用の明細
	その他の計理データ
	収益分配金のお知らせ



